




・日系人就職促進ナビゲーター  

による日系人求職者の安定し  

た就労の支援  

・外国人雇用サービスセンター  

を中核とした留学生を始めと  

する専門的・技術的分野の外  

国人の就職支援  

評価予定表   

19   20   21   22   23   

実績  モニ   実績  モニ   実績   

【重】   総合  

【重】   

備考  

・平成舎♯21年度重点評価課題毒毒＝10  

少子化社会対策に関連する仕事と生活の調和の実現に向  

けた取組  

※ 本施策目標に関連する施策阜；ワし▲てはのうち、重点  

評価課題寺＝ヰ13「若年者雇用対策」－として評価を行  

う。  

・平成書毛＝21年度重点評価課題幸ヰ13   

若年者雇用対策   

年長プリ∵タ一対策、内定取消  

・平成19年度に実施した総合評価「障害者雇用促進法に基  

づく障害者雇用対策の見直し」の評価結果の政策への反映  

状況を、併せて作成予定。  

・平成20年度に実施車香した総合評価「若年者雇用対策」  

の評価結果の政策への反映状況を、併せて作成予定，  

－13＿  
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評価予定表   

19   20  21   22   23   

モニ   実績  実績  実績   実績   

墓垂！  

備考  

二平成21牢厚重点評価凱   

雇用保険の適用範囲の拡大   

雇用保険料率の引きFげ   



基本目標Ⅴ 労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その能力を  

十分に発揮できるような環境整備をすること  

施策目標1労相インフフを充実するこ上「 多様な職業能力開発の機会を確保すること  

【施策目標に係る指標磯城水準／達成時賦】  

1公卿樹l陳傭職静陳・委託訓練）の修丁者における就職率（65％以上／／平成1920、21年廊  

2公糊樹l陳（晰l陳・施設内訓練）の修了者における就職率（80％以上／平成1920、21年度）  

【個別目標に係る指標（達成水準／薗痴確聞】  

・委託訓練活用型デュア／レシステムの修r者における就職率（7  

0％臥し／平成20年度、70％以」／平戎21槻  

伺綽目標舎棚モと  

個別目標2 事業▲・モミ等が実施する職業能力開発施策に対して支援  

を行うこと  

・キャリア形成促進助成金事業  

【個別目標に係る指標（達成水準／増減晴耕】  

・キャリア形成促進助成金事業において、助成措置の対象となっ   

た従業員が受けた職業能力検定等（訓練に酪除こ関連するものに   

限る。）の合格率（50％臥し／平成20、21槻  

・職業能力評価基準の活用によって企業内の人事評価制度や研修   

体系、従業員の募集採用活動が改善された（改善される見込み）   

という企業等♂濱恰（80％以J／平成20、21槻  

年薦巨   

競成金書芸  

・幅広い職種を対象とした職務  

分析に基づいた包括的な職業能  

力評価制頗等の整備  

・職業能力習得支援制度推進事  

業   

l  



個別目標3 公対草餅萱能力開発を充実すること  【主な事務専業】  

・㈲l陳の実施  

・学鞠t陳の実施  

・在職者訓練の実施   

【個別目標に係る指標（達成水猟パ亀却寺期）】  

・施策目標1－1に係る指標1及び2と同じ  

・公対戦業訓練（離職者訓練）の受講者数  

⊥／′平成19欄（150，000人以上／／乎戒20槻（1  

90，000人以し／平成21年度）  

・公共職業訃陳（学卒者訓練）の修了割こおける就職率（95％以  

上／／平成手書20、21年虔）  

・公共稲葉訓練㈱l陳）の修了者における満足度（80％  

以上／平蜘20、21年度）  

個別目標呑4 キャリア・コンサルティン爛を整除すること  

【個別目標に係る指標（達成水準／／1歯却寺期）】  

・就職又は転職を希望する者のうち、キャリア・コンサルティン  

グ実施から3か月経過した時点で、就職した又は転略した者並  

－2一  
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評街予定表   

19   20   21   22   23   

モニ  実績  

【重】   【重】   

l・．i▼磁   



ま1〇午£   

地域若者サポートステーーションの利用開始から6か月後の時  

点で、  

ぐ‡蹴職した、求職析動を開始した等、より就職こ結びつく方向  

に変化した者♂嗜恰  

②踊碑i合  
（①60％以上二②30％以し／平成20，21年度）  

竜＝＝  

評価予定表   

19   20   21   22   23   

実績  モニ  実績  モニ  実績   

【重】  総合  

【重】   

備考  

†苧戎宣告21等量孟宗許に蒜蒜11 10   

′相ヒ社会対策に関連する仕事と生活の調和の実現に向  

けた取組   

※ 本施策目標に関連する施策のうちに／几、ては、重点  

評価課題13＝肖＝「若年者雇用対策」として評価を行  

う。  

・斗柳生上年度亀窟礪根幹＝筆⊥旦   

若年者雇用対策  

・平成20年度に実施し昭平価「若牢者雇用対策」の評  

価結鄭）政策〈の反映楷兄を、併せて俄予定，  

・イ断り目標1の「実践型人材養成システム」は、平成21年  

－4－  
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度までの3年間でモデル専業の成果を参考に全国へ普及さ  

せることとし¶、ることから、平成22年度から評価を行  

う。  

2－2 福祉から自立へ向けた職業キャリア形成の支援等をすること  

【施策目標に係る指標6垂成水準／達成時期）】  

1障寿都職業能力開発校の修了者における就職率（60％以上／平館車台＝20、21年度）  

個別目標1障轟計＼の支援を図ること  【主な事務事業】  

・障害者の態様に応じた多様な  

委託訓練の実施  

・障奏者職業能力開発校の運営   

【個別目標に係る指標鮒垂却寺期】  

・施策目標2－2に係る指標1と同じ  

，  

帯  

個別目標2 母御支援を図ること  

【個別目標に係る指標（達成水準／達成弼期】  

・母子家庭の母等の職業的自立促進事業による訂篤郎声チ  

耕こおける就職率齢70％以上／平成20年度）、（73  

％臥し／平成21寺専年度）  

－ニ莞〇吉等〇荒業荒≡士淀ニ ーーーーづ00人払し／平成19年鹿）  

▲ 〔、  



評価予定表   

19   20   21   22   23   

実績  

【重】 

施策目標3 「現場カ」嘩酎ヒと技能の継承・振興を推進すること  

【施策目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  

13級技能検定㌍受検者数（前年度実績（159，606人）以上／平成20、21年度）  

個別目標1技能継承・振興のための施策を推進すること  

【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  

・施策目標3－1に係る指標1と同じ  

・第45回技能丘輪全国大会の来場者のうち、若年者層において  

将来のキャリア形成に向けた職業能力の習得や技能検定の受検  

等を予定する割合（80％以上／平成20、21年廟  

‥ 技胎継承等支援センター利用後に、企業内における技能継承  

計画の策定や技能継承のためのOJTの開始等、技能継承に関  

する取組みを始めた企業の割合（80％以上／平成20、21年  

度）  

－6－  
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基本目標Ⅵ   

基本目標Ⅵ 男女がともに能力を発揮し、安心して子どもを産み育てることなどを可能にする社会づくりを  

推進すること  

施策目標1男女労働者が多様な個性や能力を発揮でき、かつ仕事と家庭の両立ができる雇用環境及び多様な就業ニーズ  
に対応した就業環境を整備すること  

1－1男女労働者が多様な個性や能力を発挿でき、かつ仕事と家庭の両立ができる雇用環境及び多様な就業ニー  
ズに対応した就業環境を整備すること  

【施策目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  

1役職者に占める女性の割合（前年以上／毎年）   

2育児休業取得率（男性：5％以上／平成24年10％／平成29年かつ前年以上／毎年、女性：80％以上／   

平成24年、80％以上／平成29年託午㌫上′・′ニ午）   

3第1丁一川産前按の女性の継続就業中（45％以上／平成24年、55％以上／平成29年）小芋技農学〇始荒ま   

4票急サボ・トネノトフ・ク手業〇手業利用者の諸宗農芸辛（9〇つ乞以上／／平成13年ま）  
5再就職希望者安塚事業の登録後十年㈱な求職浄動を始める大の割合1了醐哺ト  

▼′′l「Pl剛Tl－■■‾ ‘′ ▼   ヽ－ ヽ  －『■／ ヽl、－ ⊂l、 ／ －ナ＜・Fコ ヽ・－ ¶l■′Jl－ 1r フKJノl‾′ P■Jト」  ヽ ヽ・ノ ヽノ ′ヽノく・′ヽ一」－′  l′1′∨・▲ 〉 lん■～′  

8再就職セミ車－－を受諾七走者のうちi蔵職j昏動一を開・始セーた者の割合1骨せ％づ沃土／▲平成」上月年度うー  

【主な事務事業】  
・制度是正指導強化事業  
・紛争解決穏助事業  
・ポジティプ・アクション普及   

啓発事業  
・セクシュアルハラスメント対   

策普及啓発事業  
・女性と仕事総合支援事業  
・メンター紹介サービス事業  
・女性の起業家育成支援専用車   
車幸手業  

個別目標1 男女雇用機会均等の確保に係る法令の履行を確保幸  
吉モーとし、男女が能力を発揮するための就業環境を  
紫偏すること  

【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  
・施策目標1－1に係る指標1と同じ  

・機会均等推進責作者を選什している事業所のうらポジティプア  
クションに牧り組む事業所の割合（85％以ヒ／毎年度）  
・労働局雇用均等塞が実施した男女嘘用機会均等法に基づく指導  
の是正割合（80％以l二／毎年度）  

事務事業】  に男女均等な職場頚境を整備すること  
プ・アクション普及  

【個別目標に係る指標  スメント対  （達成水準  セクシュア  

策普及啓発事業   施策目標1－1に係る指標1と同じ  
労働局雇用均等室における女性等からの相談件数  

な事務事業】  標3 女性の能力発挿を支援すること  
と仕事総合支援事業  
ー紹介サービス事業  

業支援専用サイト事  【個別目標に係る  （達成水準／達成時期）】  

施策目標1－1に係   1と同じ  

業支援助成金   子育て女性起業支援助成  給を受けた事業主が、法人等を  子育て女性  
設立し雇用保険適用事業所と   日から1年経過後に雇用し  
ている労働者数及び事業継続割合  
／平成19年度）  

2人以上、90％以上  

女性と仕事総合支援事業費来館者数（－）   

女性と仕事総合支援事業費ホームページアクセス数  

女性と仕事総合支援事業費総合相散件数（－）  

個別目標42 育児・介護休業制度を定着きせるモとを行う労働  
者が仕事と家庭を両、‘「しやすい雇用環境を紫備すること   

「 寸  



基本目標Ⅵ  

【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  

・施策目標1－1に係る指標2及び3－と同じ  
・・一育児休業制度・等ヰ亡関する一相教件数－（▲－【うー  

・育児休業を就業規則に規定している企業の割合（100％／平  
成21年度）  
・▲般事業主行動計画を策定し 

、次世代育成支援に取り組む企業  
の割合（人企業：100％．／／平成21年度、中′ト企業：25％以  
上／平成21年度）  

・6歳未満のアどもをもつ卦性の育児・家事関連時間（l時間45  
分以上／平成24年、2時間30分以上／平成29年）  
・再就職希望者支援事業の登録後1年以内に具体的な求職活動を  

始める人の割合（70％以L／平成20年度、平成21年度）  

・育児・介護休業法対策推進費  

・安心して働き続けられる職場   
環境整備推進事業  

・一般事業主行動計画策定・実   
施促進事業  

一昔児一介芸雇黒安定等誘惑金  

・中′ト企業子育て支援助成金  
・両）一√支援レベ′レアソプ助成金  

・育児休業取得促進等助成金  

・働き続けやすい企業普及事業  
・緊急サポートネットワーク事   

業  
・再就職希望者支援事業  

両立支援に取り組む事業主を支援すること  

計画策定・実  
【個別目標に係る指標（達成  成時期）】  施促進事業  
施策目標1－1に係る指標2及び3   育児・介護雇用  等助成金  
一般事業主行動計画策定届届出件数（－）  

育児・介護雇用安定等助成金支給金額（－）  

ファミリー・フ   

業普及・定着促進事業  

育児・介護を行う労働者を支援すること  事務事業】  
ートネットワーク事  

【個別目標に係る指  水準／達成時期）】  

施施策目標1－1に係る指  
緊急サポートネットワーク   

5と同じ  

事業実施  

再就職希望者支援事業における再就職準備  
（－）  

の参加者数  

個別目標73 パートタイム労働者と正社員との均衡待遇を確保  
寸る等多様な就業ニ ・ズに対応した就業環境を整備  

すること  

【主な事務事業】  
短時間労働首均衡待遇座発事  
菓  

短時間労働者均衡待遇推進等  
助成金  
短時間正社員制度導入推進事  
業  
在宅就業者支援事業  

【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  
ト施策目操ト1に係る指・標6と同じ  
・短時間雇用管理者の選任数（前年度以上／平成19年度うー  
・労働局雇用均等塞が実施t＿た′、トタイム労働法に基づく助言  

・指導に上る是正率（H O％以上／毎年度）  

・短時間勤務を選択できる事業所び）割合（10％以上／／平成24  
〈ト）  

正社員制度の導入を促進すること  集】  
貞制度導入推進事  

【個別目標に係る指標（達  

施策目標1－1に係る指標7と同じ  
委託事業実施団体数（－）  

宅就業者の就業環境を整備すること  務事業】  
支援事業  

【個別目標に係る指標（達  成時期）  

施策目標1－1に係る指標8と同じ   
ウェブサイトへのアクセス件数（前年度以上／  

備考  
・平成新星j一年度重点評価課題幸手L旦  

少子化社会対策に関連する仕事と生活の調和の実現に向  
けた取組  

・平成20年度に実施＝≠香した総合評価「少子化社会対策に   

関連する仕事と生活の調和の実現に向けた取組」の評価結   



基本目棟Ⅵ  

果の政策への反映状況を、併せて作成予定。  
総合評価は、「子ども・‘子育て応援プラン」における「今  
後5年間の目標」の実練を測定しうる平成22年度におい  
て実施するものとする。ただし、当該実施時期は、その後  
の少子化対策に関する進捗状況、検討状況等を踏まえ、必  
要に応じて見直しを行うものとする。  

‾㌃一iJ   



基本目標Ⅵ   

基本目標Ⅵ 男女がともに能力を発揮し、安心して子どもを産み育てることなどを可能にする社会づくりを  
推進すること  

施策目標2 利用者のニーズに対応した多様な保育サービスなどの子育て支援事業を提供し、子どものが健全に育成きホ   
な育ちを支援する社会を実現すること  

2－1・地域における子育て支援等施策の推進を図ること  

【施策目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  

1地域における子育て支援の拠点整備か所数（全国の中学校lズ数の6割（6，000か所）以上／平成21年度）  
2彗酷ヰ無明＝ま雫幹子L児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）の実施市町村数割合（金串呼陣100％／  
平成21年度）  

3。舞葉桜家庭腐育支援訪問事業の実施市町村数剋企（金串呼梓ラノ平成害毒年度）（前年度以上／毎年度）  

4ファミリー・サポート・センターの設置箇所数（710か所以上／平成21年度）  
5ショートステイ事業実施施設か所数（870か所以上／平成21年度）  
6トワイライトステイ事業実施施設か所数（560か所以上／平成21年度）  

■       ＝ ■ ニ＝    ■ ＝＝：－    ■   ■ ● ■▲ － ¶       ▼     U′rコ1クくノL一レ1ヽ日ヽ R′ノlトリこ＝巳  M、JMヽ日＞ノフて〟l凸′Jノノlヲ騨．＼⊥ 〉  U ヽノ U ′ノ1ノlろ′、⊥／ 丁／・〃uく■ ⊥ TCモ．ノ     7要保護児童対策地域協議会（虐待防止ネットワーク）の設置市町村割介（100％／平成21年度）  

個別目標1 地域における丁・育て支援等施策の推進を凶ること          【主な事務事業】  

・地域子育て支援拠点事業  
・生後4か月までの全戸訪問事  

【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  業（こんにちは赤ちゃん事業）  
・施策ト1標2－1に係る指標．と同じ  ・育児支援家庭訪問事業  

・ファミリー■サポート・セン  

タ一事業  
・ショートステイ事業  
・トワイライトステイ事業  
・要保護児童対策地域協議会（虐  

待防止ネットワーク）の設置  

促進  

村行動計画に定められている地域の特性や創意工夫  

・乳幼児支援一時預か 

評価予定表  備考  
19  20   21   22   2 3  ・平成20旦⊥年度重点評価課題16  
実練     モニ   実績  総合  実績  少子化社会対策に関連する子育て支援サービス  
【重】     総合  ※  ・平成20年度に実施≠香した総合評価「少子化社会対策に  

【重】  モニ  関連する子育て支援サービス」の評価結果の政策への反映  
状況を、併せて作成予定。  



基本目標Ⅵ  

総合評価は、「子ども・子育て応援プラン」における「今  
後5年間の目標」の実績を測定しうる平成22年度におい  
て実施するものとする。ただし、当該実施時期は、その後  
の少子化対策に関する進捗状況、検討状況等を踏まえ、必  
要に応じて見直しを行うものとする。  

2－2 児童の健全な育成及び資質の向上に必要なサービスを提供すること  

【施策目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  

1放課後児童クラブの実施小学校一区敏捷供割合1灘佗一①㌻一0冊所プ十（対象児童の32％に提供／平成22  
年摩）かっ前年以上←20，21年分  

度）子言て言てに昔定浩志イメジ吉諾う  

個別目標1放課後児童クラブの堂摩児童数を庭土主星主上設置 ′さ士誘芸書芸人ナこここ  【主な事務事業】  
・放課後児童健全育成事業  
・児童厚生施設等整備  
・放課後子ども衆境整備等事業  

言業  

【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  
・施策目標2－2に係る指標1と同じ  

等の子どもの遊び場を確保すること  

【個別目標に係る指標（達成水準  民間児童厚生  
事業  施策自標2－2に係る指標2と同じ  

個別目標含2中・高校生等と乳幼児のふれあう機会を確保するこ と  
【主な事務事業】  
・児童ふれあい交流促進事業  

【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  
・施策目標2－2に係る指標含2と同じ  

＝児童ふれあい支荒在遣手業実話か弄数（前年  

評価予定表   

19   20   2■1   22   2 3   

実請  モニ  実練  総合  実練   
【重】  総合  ※  

【重】  モニ  

備考  
・平成朝呈【豊年度重点評価課題16  

少子化社会対策に関連する子育て支援サービス  
・平成20年度に実施車暮した総合評価「少子化社会対策に   
関連する子育て支援サービス」の評価結果の政策への反映   
状況を、併せて作成予定。  

・総合評価は、「子ども・子育て応援プラン」における「今   
後5年間の目標」の実練を測定しうる平成22年度におい   
て実施するものとする。ただし、当該実施時期は、その後   
の少子化対策に関する進捗状況、検討状況等を踏まえ、必   
要に応じて見直しを行うものとする。  

2－3 保育所の受入児童数を拡大するとともに、多様なニーズに対応できる保育サービスを確保すること  

【施策目標に係る指標（達成水準／達成時期】  
1：i歳未満児への保育サー【ビス提供割介（26％／平成22年度）  

個別目標1 保育所等の受入児童数を拡大すること  【主な事務事業】  
貴冊保育所等緊急整備費事業  
（安心こども基金）  

民冊保育所運営費  
（や簡数値／参考統計）  

【個別目・棲に係る指標（達成水準／達成時期）】  

施策目標2－－3に係る指標lとl司じ  

保育所受入児童数（215万人以上／平成21年度）  
－35t  
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基本目模Ⅵ  

・家庭的保育事業（保育ママ）利用児童数（前年以上／毎年）  待機児童数  

個別目標2 必要なときに利用できる多様な保育サービスを充実  
させること  

【主な事務事業】  
延長保育促進事業  
一時煩かり事業・特定保育事  

業  【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  

・延長保育の実施か所数（16，200か所以上／平成21年度）  
・一時頂かり事業・特定保育事業実施か所数（9，500か所以   
上／平成21年度）  

・病児病後児保育事業の実施か所数（1，500か所以上／平成  
21年度）  

個別目標3 認定こども凶の哲及促進を凶ること  
・施策口授2－3に係る指標1と同じ  
・認定こどむ鳳認定施設数（2，000か所／／平成23年度）  

評価予定表   
19   2 0 ■  21   22   23   

実績  モニ  実績  総合  実績   
【重】  総合  【重】   ※  

【重】  モニ  

備考  
・平成暮春旦⊥年度重点評価課題16  

少子化社会対策に関連する子育て支援サービス   

・平成20年度に実施≠香した総合評価「少子化社会対策に   
関連する子育て支援サービス」の評価結果の政策への反映   
状況を、併せて作成予定。  

・総合評価は、「子ども・子育て応援プラン」における「今   
後5年間の目標」の実績を測定しうる平成22年度におい   
て実施するものとする。ただし、当該実施時期は、その後   
の少子化対策に関する進捗状況、検討状況等を踏まえ、必   
要に応じて見直しを行うものとする。   




